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1．本研究の背景と目的
香港は1842年のアヘン戦争を経て以来、イギリスの統治下にあったが、1984年の英中
合意により1997年に中国へ返還され、中華人民共和国香港特別行政区となり今に至る。
現在の香港では、「両文三語」政策が推進されている。「両文三語」とは、中文・英語
で文書を読み書きができ、広東語・英語・普通話の三語を話せることである。特にこの
政策は、将来の香港を支える者たちである子供の教育の現場に大きく反映されている。
返還後は中国の威信を示し、中文の地位向上のために、それまでの英語による教育から
母語つまり広東語による教育へと変更したのである。
そこで、本研究では、香港の言語の状況、教育について過去を踏まえて調べ、また、
香港人の言語実態・意識等のアンケート調査等を行い、結果を分析することにより香港
の言語の将来を考察することを目的とする。
なお、本論文で言う「普通話」とは、中華人民共和国の標準語を指す。また、本論文
では、三語を「英語」「広東語」「普通話」の語を使用して述べていく。ただし、政策な
どの引用で「中文」「中国語」の語も出現するが、その場合は、適宜、説明を付け加えて
いきたい。なお、前述の「両文三語」政策における「中文」は明確な定義がなく、書記
言語の普通話と口語の普通話・広東語を含んだ概念と筆者は考える。
2．香港の概要
2.1 香港の概要
現在の香港は人口が約710万人（2010年末）であり、面積は約1,140㎢（東京都の約半
分）である。香港特別行政区基本法、いわゆる「香港基本法」という憲法に相当する法
律により制定されており、基本法第2条の「港人港治」の原則により、香港人による香
港の統治を定めている。また、基本法第5条により、一つの国の中に社会主義と資本主
義を共存させるという「一国両制」という制度を定めており、中国は従来の香港の仕組
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みを返還後50年間は維持することを認めている。人口をエスニシティ別（出典：2006年
香港政府1）にみると、全人口の約95％を中国人が占め、以下、フィリピン人（1.6％）、
インドネシア人（1.3％）と続く。また、香港で話されている主要な言語は、圧倒的に広
東語話者が多い(出典：2006年香港政府2)。イギリスの植民地であったという歴史上、英
語が社会的に重要な役割を担ってきており、永らく香港の上位言語であったが、実際に
英語を母語とする者は3％にも満たず、広東語を母語とする者の90％とは対照的である。
2.2 香港の言語状況
現在の香港では、英語・広東語・普通話の三語が主に話されている。
英語は植民地時代から公用語であり、社会的地位を得るためには英語が必須であった。
人々はそのために英語の習得に励んだ。しかし、香港の人口の95％以上を中国人が占め、
彼らの多くが広東語を母語とする。香港において英語は公用語ではあるが、彼らにとっ
ては外国語であり勉強して身につけるものであった。辻（1991）は、香港は伝統的に広
東語系諸方言を中心とする多方言社会であり、客家語・潮州語などが共存しており、そ
の中で、植民地になる前から広東語が大都市広州の「地域共通口語」であったことは、
香港に多大な利点をもたらした。そして、広東語は香港の95％以上を占める中国系住民
が出身地方言や国籍を問わず共通に用いる口語として普及を遂げたと述べている。広東
語は話し言葉専用であり、原則的には文章には使わない。書き言葉には、中国の標準語
である「普通話」が用いられ、広東語はあくまでも中国語のひとつの話し言葉である。
ただし、文字としては、普通話に使われる「簡体字」ではなく日本の旧漢字にも似た「繁
体字」を使用する。なお、書き言葉の文を朗読したり頭の中で読んだりする時の発音は、
広東語の発音で行う。しかし、普通話とは外国語のように違っていて、互いに意思疎通
は難しい。香港の広東語で特に特徴的なのが、英語が外来語として大幅に取り入れられ、
漢字で表されていることである。以上の二語に加え返還後には普通話が必要とされてき
ている。普通話は、多民族多言語国家である中国での標準語であり、香港では植民地色
を払拭し、中国との一体感を図るために、小中学校の必修科目となった。学校で習うよ
うになり話せる人は増えてきてはいるが、英語の習得の方が優先されるためか、香港人
の間ではまだ、一般的になってはおらず、あくまでも外国語の位置づけが強い。
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3．香港の言語政策と言語教育
3.1 言語政策
イギリスの植民地であった香港では、永らく公用語は「英語」のみであった。公用語
に「中文」が認められたのは、1960年代の中文公用語化運動の結果、1974年の公用語条
例（英語：Official Languages Ordinance 1974）によってである。返還後の香港の憲法
に相当する「香港基本法」では、第9条において「香港特別行政区の行政機関、立法機
関、司法機関は中文のほか、英文も使用することができる。英文も公式用語である」と
規定されている。なお、基本法において「中文」はどの語、つまり、普通話を指すのか、
広東語をさすのか明文化はされていない。
3.2 言語教育
香港の成立当初は、英語を母語とするイギリス人統治者と中国人のコミュニティの交
わりは薄いものであったが、中国人エリート層の育成の必要から少数のエリートへの英
語による教育に主眼がおかれてきた。このような英語による少数エリート教育を進めた
ため、民間にも英語を教育言語とする英文中学（EMI 校－ English as a Medium of
Instruction）が増えていった。一方の一般大衆の中国人に対する教育について、山田
（1999）は、政庁はほぼ民間の教育機関まかせにしてきて、一般の中国人の教育を担っ
てきたのは、中国社会に根付いていた私塾であり、それらが中国語（広東語）を教育言
語とする教育機関としての中文中学（CMI 校－ Chinese as a Medium of Instruction）へ
と発展していったとしている。しかし、1960年代後半に入ると、香港内外の経済的・政
治的情勢の変化により、少数の英語エリート養成の政策は変換を余儀なくされた。香港
が単なる中継貿易基地から加工工業を背景にした工業貿易基地へと発展するにつれ、大
量の熟練労働者が必要とされるようになってきたからである。そして、その後の香港経
済の軽工業からサービス産業への産業構造変革に合わせ、1970年代には経済的発展と安
定により中産階級が伸長してきた。そのため、教育制度が整えられ、1972年に小学校（6
年間）、1978年に中学校（3年間）と9年制の義務教育が実施された。経済発展する中で、
経済界では特に2言語、英語と広東語ができる人材の養成を求めたこともあり、「英語が
できることこそ、将来の成功につながる。そのためには全教科を英語で教われば、英語
力の向上につながる」という考えが香港の親たちの間にも広がり、中等教育での英文中
学を増加させていったのである。英語の需要が急増したために、英文中学の数が増加し
ていく一方で、中文中学は減っていった。返還前には中学校の9割近くが英文中学で
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あった。
返還を機に中国はイギリス色を払拭し、中国の威信をあらわすために、従来の「英重
中軽（英語を重視し中文を軽視する）」から「英中並重（英語・中文の両方を重視する）」
へと転換した。そして、香港で今まで軽視されていた中文を英語と同等に重視する「両
文三語」政策を目標に掲げた。中文を浸透させるため、また、英語教育による弊害を解
消するために母語教育政策を打ち出し、母語である広東語を教育言語とする中文中学の
数を増やし、英文中学の数を制限しようとした。この1998年に始まった母語教育政策だ
が、導入した結果の利点としては、各教科の理解が深まり学力向上につながったことが
言える。一方で、英語に触れる絶対量が減ったため、英語力が返還前より低下してしまっ
た。また、英文中学と中文中学の格差が生じた点も挙げられる。格差というのは、返還
により数の減った英文中学が難関のエリート校となり、中文中学との学校間格差が生じ
たこと、地域によっては英文中学が1校もないなど地域間格差も生じたことである。そ
れら2つの欠点に加え、経済界からも若者の英語力向上の提言があり、政府は2010年度
より母語教育言語政策を一部変更するに至った。
一番の変更点は、英文中学と中文中学の区別を廃止したことである。これにより、一
定の学力水準に達したクラスを対象に授業で使用する言語を学校が自由に選択できるよ
うになった。しかし、学校の区別がなくなったかわりに、今度は学校内での区別、つま
り、英語教育言語クラスへの子供の参加を保護者は強く望むだろう。また、英文中学で
の教育言語は英語というのは変わらないであろうから、やはり英文中学の人気は不変だ
ろう。今回の変更は、香港が国際競争力を維持するために、再び、英語重視の教育へ戻
ること、つまり、ある意味で母語教育政策を否定したものともいえる。
香港の学校教育制度は、初等教育・中等教育・高等教育と分けられ、イギリスの教育
制度を踏襲して作られた。教育課程は香港教育署により定められており、現在の教育制
度は、次表1のようになっている。現在、6－7（3-2-2）－3制から6－3－3－
4制 に移行している最中である。2009年9月より7年制だった中等教育は、中学3
年・高校3年となり、2012年9月からは大学も3年制から4年制へ変更となる。山田
（2011）によると高校は義務教育とは規定していないが、2008-2009から高校の授業料も
無償化し、実質すべての子どもに18歳までの教育を保障しているという。
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表1【香港の教育システム】 9月スタートの2学期制
旧制度では中学6・7年生（予科）に進学するために統一試験の「HKCEE(香港中學
會考)」を受け、大学進学のために再度、統一試験「HKALE(香港高級程度會考)」を受
けてその成績により大学が決められていた。新制度では、大学進学までの統一試験が
「HKDSE（香港中學文憑考試）」一つになり、これにより受験生の負担が軽くなったと
いえる。香港の大学は教育レベルが高く、香港大学をはじめとする香港の大学では、授
業は原則、英語で行っている。
4．調査の概要
2・3節の香港の概要・現況を踏まえた上で、3種の調査を試みた。
4.1. 必要言語調査（求人情報）…香港での就業時の必要言語の状況の把握を目的とす
る。調査方法として、香港の主要産業であるホテル業界、金融業界、不動産業界での求
人状況を調査する。業界別調査により、各業界の事務系職種からブルーカラー系職種ま
での様々な職種についての必要条件が把握できると想定する。
求人情報データは、政府のインターネット求人サイト「労工所互動就業服務」（http:
//www2.jobs.gov.hk/1/0/webform/Default.aspx）より2011年11月15日までの提出さ
れた求人募集の募集日逆順に各業種100件ずつを抽出した。本サイトは、政府運営のも
のであり英語・普通話（繁体字・簡体字）の各言語により閲覧でき、香港内にある各職
業案内所でも求人検索には本サイトを利用していた。本サイトでは、必要学歴が高卒程
度のものが多く、香港の一般的な人を対象をとしていると考えられる。
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4.2 学校教育の言語学習調査（時間割）…現在の香港の学校での言語教育状況を把握す
ることを目的とする。調査方法としては現在の小学校、中学校での時間割における言語
に関わる授業（広東語・英語・普通話）にどの程度、時間を割いているかを調査する。
4.3 言語意識調査（アンケート・インタビュー）…香港の人々が実際に使っている言語、
各言語に対する考えを聞くことを目的とする。
調査協力者（以降、協力者と呼ぶ）は、筆者友人紹介による香港人26名である。在住
地別内訳は、香港在住者23名、日本在住者2名（在住7年、14年）、ニュージーランド移
住者1名（離香港約20年）である。香港在住者のうち16名は、香港地場の大手企業（従
業員約900名、基本的には香港内での物品販売）勤務のホワイトカラーの者である。男女
別内訳は、男性11名・女性15名である。年齢別内訳は、20代8名、30代10名、40代7名、
50代1名である。学歴別では、Secondary School 卒3名、University 卒21名、修士学位
取得者1名、博士学位取得者1名である。
調査方法は、2種の方法をとった。方法①18名（C 社員16名及び日本在住者2名） 事
前にメールにて英語によるアンケートを配布し、インタビューを行った。インタビュー
時にアンケートを回収し、当アンケート内容についての質問、追加の質問を1時間ほど
行った。インタビューは、Ｃ社については香港のＣ社会議室において英語で行い、日本
在住者については日本の喫茶店にて日本語で行った。方法②8名 前述の方法①の英語
よるアンケートとインタビューの質問をメールにてアンケートを配布し、メールにて回
収した。
調査内容は、大きく5つに分けられる。
第一の項目は、主として使用言語について聞いた。家庭で家族と話す際に使用する言
語、何の言語を話せるか、仕事上で使用する言語などを聞き、通常使用する言語を把握
する。
第二の項目は、英語について聞いた。英語学習開始時期、香港人同士での英語の使用
有無、自身の英語レベル（自己評価）、仕事以外での英語使用機会の有無などを聞き、英
語力及び英語に触れる機会の多寡を把握する。
第三の項目は、広東語について聞いた。広東語で文を書くことがあるか、広東語は方
言・言語のいずれか、広東語に英語の単語・フレーズを入れて話すかなどを聞き、広東
語の書き言葉としての使用頻度、広東語に英語を混合させるコードミキシングの実態、
広東語に対する言語観を把握する。
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第四の項目は、普通話について聞いた。普通話の学校での学習有無、普通話での文書
作成は得意か、文書作成は英語・普通話のいずれが得意かなどを聞き、香港人の文書作
成時言語、普通話の香港への浸透度、普通話に対する言語観を把握する。
最後に、中国本土からの人々に対する考え、自分を香港人・中国人のいずれと思うか、
三語の将来はどうなるなど聞き、香港人のアイデンティティ・言語観を把握する。
5．結果と考察
5.1 必要言語調査
業界別（3業界、各100件）に求人における必要言語を集計したのが以下の表である。
表2 業界別必要言語
抽出
求人
件数
Cantonese 広東語 English 英語 Putonghua 普通話
中国語
の読み
書き
中国語
の読み
中国語
の書き流暢
流暢
が望
ましい
普通 合計 流暢
流暢
が望
ましい
普通
普通
が望
ましい
合計 読み 書き 読み及び書き 流暢
流暢
が望
ましい
普通
普通
が望
ましい
合計
業
界
ホテル業界 100 73 6 21 100 28 3 42 73 25 34 14 1 43 58 74 18
金融業界 100 86 12 2 100 5 31 1 37 14 12 1 2 28 11 42 90 8
不動産業界 100 95 4 1 100 11 67 78 31 39 1 58 59 92 6
300 254 22 24 300 44 3 140 1 188 73 0 85 16 3 129 11 159 256 32 0
85% 7% 8% 100% 15% 1% 47% 0% 63% 24% 0% 28% 5% 1% 43% 4% 53% 85% 11% 0%
香港の主要産業では、広東語会話・普通話の読み書きは業務内容に関わらずもちろん
必要とされるが、それ以外に英語会話力あるいは、普通話会話力が求められている。つ
まり、広東語・英語・普通話の3語ができる者が非常に有利である。しかし、要求英語
レベルを見た場合、「流暢・流暢が望ましい」が16％、「普通・普通が望ましい」が47％
とそれほど高いレベルを求められていない。当求人サイトが香港のエリート層向けでは
なく、一般人向けというのも関係しているだろう。
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ว⸘ઙᢙ䋨ኻว⸘䋩㩷 㪏㪏䋨㪉㪐㪅㪊䋦䋩㩷 㪌㪋䋨㪈㪏㪅㪇㩼䋩㩷 㪈㪎㩿㪌㪅㪎㩼㪀㩷 㪈㪋㪈㩿㪋㪎㪅㪇㩼㪀㩷 㪊㪇㪇
表3 業界別必要言語内訳
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また、業界別に1求人あたり何語が必要とされているか見てみると、3業界合計300件
の求人中、141件の求人に広東語・英語・普通話の3語が求められている。特にホテル業
界、不動産業界では3語を要求している件数は、過半数を超えている。普通話が必要な
理由としては、中国からの観光客の増加が考えられる。また、富裕層の香港への観光に
付随しての不動産投資なども盛んであり、本土の顧客対応に不動産業界でも普通話を求
められると思われる。
5.2 学校教育の言語学習調査
下記は香港の公立小学校4年生の時間割の一例である。香港在住の知人である保護者
に聞き取り、筆者が作成した。
 ᦬㩷 Ἣ㩷 ᳓㩷 ᧁ㩷 ㊄㩷 㩷 㩷 㩷 㩷 㩷
䋱 ਛᢥ ᢙቇ ᢙቇ ਛᢥ ᢙቇ ਛᢥ̖ᤨ㑆
䋲 ૕⢒ ਛᢥ
㤩⧷ᢥ ਛᢥ ਛᢥ  ⧷ᢥ̖ᤨ㑆
䋳Ᏹ⼂ Ᏹ⼂ Ᏹ⼂ ᢙቇ ⧷
㤩 ᥉ㅢ⹤̖ᤨ㑆
䋴㩷 㩷⧷ᢥ 㔚⣖ ੽ᢎ ⧷ᢥ ⧷ᢥ ᵈ㧦㩷
䋵㩷 㩷ᢙቇ ⧷ᢥ ਛᢥ Ᏹ⼂ ⷞ⧓㩷 㩷 㩷 ਛᢥ㨪࿖⺆ޔ㤩㨪㩍㩨㨲㩂㩍㨺㩆㨸㩧㩷
㩷 㩷  ᤤભߺ         ⢻㨪⢻ജ೎ࠢ࡜ࠬޔᓼ⢒⺖㨪㩘㨺㩛㩣㨺㩛
䋶㩷 ᥉ㅢ⹤ ᢙቇ
⢻ ਛᢥ
⢻⧷
⢻㩷 Ᏹ⼂㨪౏᳃࡮ℂ⑼࡮㆏ᓼߥߤߩ✚ว
䋷㩷 ਛᢥ ⧷ᢥ   ૕⧓ 㖸ᭉ  ⷞ⧓㨪⟤ⴚߥߤߩ⧓ⴚ㩷
䋸㩷 ᓼ⢒⺖ ᓼ⢒⺖   ዉୃ ᓼ⢒⺖ ዉୃ㨪୘೎ᜰዉޔ㔚⣖㨪㩄㩧㩕㩩㨷㨺㩊㨺
表4 香港 公立小学校4年生（仏教系） 時間割（合計37時間 1時間＝45分）
香港の生徒の語学の学習は、中文（広東語）に8時間、英語に8時間、普通話に1時
間と語学学習に充てる時間が多い。日本の東京都区立の小学校の時間割の一例（国語が
6時間、英語が1時間（月1回））と比べると格段の差がある。香港教育署の Basic
Education Curriculum Guide3によると、総授業時間数のうち、中文に25～30％、英文に
17～21％を割り当てるように指導されており、語学教育に力を入れているのが見てとれ
る。その結果として英語能力が身につくのだろう。また、普通話の授業であるが、週一
回だけであり、学年が進んでも大体週に1、2時間のようである。つまり、英語のよう
に本格的に話せるようになるレベルの教育は、現状では施されていないと言える。
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5.3 言語意識調査
アンケート・インタビュー結果より、言語に関して特に重要だと思われた回答につい
て分析・考察を行い、ここではそれらの内の一部を抜粋した。
《使用言語について》【家庭においての使用言語】は、圧倒的に広東語の使用が多い。
20代の中に兄弟姉妹と広東語・英語で話をする協力者1名いるが、お互いに英語を理解
するので英語を使って話すと回答を得た。一方で、40代日本在住の協力者（英会話はビ
ジネスレベル）は、弟・妹（30代）は英語がほとんどわからないので彼らと話す時はい
つも広東語で話すと言っていた。同じ家庭内でも英語力は個人差があるということがわ
かる。【話せる言語は何か（日常会話レベルも含む）】の問いに対しては、広東語・英語・
普通話の3語を話せる協力者（17名）が多い。普通話は、20・30代は小・中学校で学習
経験があるが40代となると大学で初めて学習している協力者が多い。返還が教育に影響
を与えた例だろう。
《英語について》【自分自身の英語力（自己評価）】については、堪能と言えるレベルの
人はそれほど多くなく、仕事上問題なしのレベル、あるいは日常会話レベルの協力者が
ほとんどのようである。その原因の一つには、英語を話すチャンスが会社以外にあまり
ないという点が挙げられるだろう。実際に会社での使用言語は、広東語と英語を使用す
る協力者が15名（65％）いたが、英語は文書で使用する場合が多いようであった。【香港
人同士での英語会話】は、「ない」「ほとんどない」とする協力者が過半数であった。使
う場合は、いわゆる帰国子女など広東語があまり上手でない人に対してのようである。
ただし、香港人同士では英語では話さないと言っている協力者も含め、自身の広東語会
話の中では9割以上の協力者が英語を混合させると言っている。これは自身の英語力と
関係なく、会話に英語を混合させる、つまり、コードミキシングが行われている証拠で
あろう。英語の語彙の混合は香港の広東語の特徴でもあり、日常に根付いているといえ
る。
以上及びその他の回答から、英語を使うのは、ほとんど仕事上であるというのがわか
り、仕事以外の必要性はあまり感じられなかった。また、日本において英語学習は欧米
文化への憧れからくるケースも多々あると思うが、香港人にはそれはあまり感じられな
い。それよりも社会的成功の方を重要と考え、手段としての英語と割りきっており、だ
からこそ、英語習得がここまで進んだのではないか。そのため、西欧人との会話にもあ
まり臆することなく会話できるのだろう。インタビューをした際にも、「英語ネイティ
ブと話していて通じない時に、たまにストレスを感じることはあるが、英語を話すのは
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自然なことであって特に緊張はしない。通じればいいし、英語はコミュニケーションを
するためのもの」と言う協力者がほとんどであった。相手の文化背景にむやみに迎合せ
ずに、割り切って英語を使いこなしていけるのが香港人の英語の強みであろう。
《広東語について》 原則、文書作成は普通話でするものとされているが、【広東語で文
書を書くことがあるか】との問いには、親しい人とのやりとりに広東語が実際には使う
との回答を得た。特にチャットやメールなどは、普通話でなく自分たちの母語である広
東語を使うことにより、より親しみやすさ、一体感を感じているのであろう。【広東語は
「言語」「方言」のどちらだと思うか】の問いには、方言21名（81％）、言語5名（19％）
となった。方言だと思う理由で一番多かったのは、話されている地域が狭い、人数が少
ないという意見であった。その他の意見は、中国の公用語は普通話であるから・中国の
全員が広東語を理解できるわけではない・広東語は書記システムがないから・字がない
語があるからなどが挙げられた。
《普通話について》 広東語は話し言葉であるため、学校教育での会話は広東語で行う
が、作文は普通話で学習する。語順も広東語でなく、普通話の語順に従って書くため、
母語でない普通話での文書作成はあまり得意でないと考えられる。【得意な文書作成言
語は何か】の問いには、英語と答えた協力者が半数近くいた。つまり、文書作成には、
どちらかと言えば普通話より英語での作成が得意という協力者が多いことがわかった。
これは母語である広東語ではなく普通話で文書作成を学習すること、英語がビジネスに
浸透していることが関係していると考えられる。
《アイデンティティについて》【自分を中国人と思うか、香港人と思うか】の問いに対
しては、香港人9名（35％）、中国人13名（50％）、香港人であり中国人4名（15％）と
の回答だった。「香港人」と考える理由としては、香港は独自のものを持っているから、
異なった歴史・文化を持っているから、香港人としてのプライドがあるからなどが挙げ
られた。文化が違うので区別したいので、香港出身の中国人と言いたいという意見も
あった。また、香港人は広東語と英語ができるというプライドがあるから、中国人では
ないという意見もあった。一方の「中国人」と考える理由は、同じ民族であり、今や一
つの国であるからという理由が主だった。【中国本土からの移住者・観光客をどう思う
か】との問いには、同じ中国人としては認めながら、無作法・自己中心的・強引などと
公衆道徳について非難したコメントが大多数であった。返還された今、やはり同じ民族
であり香港の経済を活性化してくれる存在として認識しているようであるが、違う歴
史・文化を持った別の人々という意識も根強い。それは、現在の香港生まれの世代に多
― 29 ―
くみられた。生まれ育った時から香港の自由な文化の中で育った者にとっては、中国本
土の人は違和感のある存在なのであろう。それでは、香港人として何が中国人と違うの
か。つまり、香港人のアイデンティティとはなにか。「英語が話せること」が香港人とし
てプライドである、とある協力者は言っていた。また、長い間イギリスの自由放任の政
策の中で生活してきたので、本土の共産党の政策とは違う「自由」ということに誇りを
持ってきたはずである。そして、何より、その英語力と自由から手に入れた「経済力」
がある。つまり、香港人のアイデンティティとは、本土に比べての「経済力、自由さ、
そして英語を話せる」ことにより、成り立っていると思われる。しかし、現在の香港経
済にとって、中国は経済を活性化させてくれる重要な取引先になっている。グローバル
化による英語教育に対する熱心さにより英語を話す本土の人も増えてきている。本土の
人とは違うという香港人の自負も失われつつある中、今後、ますます、中国人として意
識・認識する人々が増えていくのではないだろうか。意識が変化すれば、本土の人々の
受け入れにも寛容になり移住者も増え、中国本土と同質になり、香港社会も中国の一都
市になってしまう可能性もあるだろう。香港であり続けるためには、やはり、自負が必
要だろう。【今後、普通話の地位が広東語より高くなるか。また、現在の英語の地位を普
通話がとって替わる可能性あると思うか】について聞いたところ、様々な意見が出され
た。普通話の地位は今よりも上昇し、英語にとって替わる可能性があると考える意見が
ある一方、英語は国際語なので普通話がとって替わることはない、広東語は母語なので
普通話がとって替わることはない、不変との意見もある。協力者によって色々な組み合
わせの回答があり統一的なものはなかった。だが、広東語は母語だから自分たちのこと
ばとして残るだろうと思っている協力者は多くいた。母語だから広東語は消えないだろ
うと考えているのだろうが、普通話が背後にある香港で、広東語の地位が絶対に安泰と
は言えないだろう。
6．まとめ
今回の筆者の調査を通して、5.1の求人情報からの調査結果により、香港の主要産業に
おいては、広東語・英語・普通話の3か国語が話せる人材が求められているのがわかっ
た。しかし、英語・普通話に求めるレベルは普通レベルで、流暢レベルまでを求めてい
る企業は多くはない。
次に5.2の時間割からの調査結果により、現在の小学校では、「広東語」と同等に「英
語」の時間を設けて勉強している。「普通話」は基本的に週1回だけであった。政府とし
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ては普通話の必要性を認識しつつも、現状では英語ほどの教育に力を入れていないよう
である。
最後の5.3の香港人への言語についてのアンケート・インタビュー調査結果では以下
のことがわかった。家庭での使用言語は広東語がほとんどで、会社の使用言語は広東語、
英語両方を使う協力者が15名（58％）と多かった。話せる言語は全員が英語と広東語は
話せ、加えて普通話を話す協力者が17名（65％）いた。自分の英語力は、「仕事で問題な
いレベル」「堪能」レベル合わせて協力者数16名（61％）であった。英語ネイティブの友
人と会う時以外は、英語を使う機会はあまりない。しかし、広東語の中に英語の単語を
混合して使うことは、英語力に関係なくほぼ全員が行う。また、広東語は話し言葉なの
で正式の文書には使用しないとされているが、親しい人とのメール・メモには使用され
ている。文書作成は、普通話よりも英語の方が得意な協力者が15名（58％）と過半数を
超えた。自分を「香港人」あるいは｢中国人」と思うかは、今は一つの国ということで「中
国人」、中国本土の人とは違う文化を持っているので「香港人」、また、ケース・バイ・
ケースで「香港人で中国人」と答えは分かれた。これらの結果から、仕事場では広東語
と仕事上は支障のないレベルの英語を、時には普通話（今後の普通話の重要性も理解し
つつ）を使うが、会社を出れば広東語だけの生活という協力者の香港人像が浮かびあがっ
てきた。やはり、現在の香港人にとっては三語が欠かせないのがわかる。言い換えれば、
現在の香港を維持していくことは、三語を維持することであろう。
今後の香港においては、今まで以上に英語は重要である。なぜなら、香港では、英語
力のある人材がいるとして、中国のどの都市より優位性がある国際都市としての地位を
保ってきたからである。しかし、近年では中国本土でも英語に対しての教育レベルが上
がり、英語力のある人材が増えてきている。今後、香港が中国の一都市に陥らず、優位
に立っていくためには、英語力向上は必須である。
また、中国の膨大な経済力が背景にある普通話は、今後も重要性はより高くなってい
くであろう。何より、今や香港は中国の一部である。調査5.1の結果からもわかるよう
に、普通話の必要性の裏には、本土からの莫大な数の観光客の増加、香港への不動産投
資など中国との取引の拡大がある。今後の香港経済のためには、ビジネスではもちろん
であるが、それ以外でも本土との交流は不可欠である。例えば、少子化問題を解決する
ためには、大学等への優秀な本土の留学受け入れることで解消できるだろう。実際に奨
学金を出して本土の学生を招聘している。今回の教育制度の改革により本土と同じシス
テムになり留学生を受け入れやすくなった。今後も中国との取引なしには、香港経済は
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成立しえない。そのために普通話も必須である。普通話能力向上のためには、学校教育
で時間数を増やす対策が必要だろう。
広東語は多くの香港人の母語であり、何より香港人のアイデンティティの一つでもあ
る。多くの海外華人の共通語でもある。しかし、この広東語の存続が一番、危ういので
はないだろうか。政府には、中国の他の地域同様に普通話を教育言語として学校でも教
えていきたいという考えもある。学校での言語が普通話になってしまった場合、広東語
は家庭での言語・コミュニケ―ションをとるためだけのものになってしまい、やがては
香港での広東語は少数派になり、存続は難しくなるだろう。なお、広東語の存続により、
話し言葉の広東語と書き言葉の普通話の乖離による問題が残されるが、これは仕方のな
いことで、広東語の話し言葉の存続の重要性を第一に考えるべきであろう。広東語を
守っていくためにまずは学校教育が重要であるので、教育言語を普通話に変えることな
く広東語での教育言語を存続していくべきと筆者は考える。
香港の言語使用の将来については、結局は香港政府、中国政府次第であると思われる。
一国両制度を維持し、現在の国際都市としての現在の香港を維持していけるのなら、「両
文三語」政策に基づいた現在の状況を維持していけるだろう。しかし、一国両制度の維
持が不可能になり、普通話が唯一の公用語になってしまった場合、香港は香港という特
別な地域ではなく、単なる中国の経済発展都市の一つになってしまうかもしれない。し
たがって、国際都市香港のための英語、香港人アイデンティティ・母語のための広東語、
中央政府・本土との取引のための普通話の三語が必須であると考える。そのためには、
さらなる香港の経済力と政治力の発展が望まれ、世界の中での香港の優位性をアピール
していく必要があるだろう。
注
1 http://www.censtatd.gov.hk/hong_kong_statistics/statistical_tables/index. jsp?tableID=
139 （2011年11月30日閲覧）
2 http: //www. censtatd. gov. hk/hong_kong_statistics/statistical_tables/index. jsp? charset
ID=1&tableID=140&subjectID=1（2011年11月30日閲覧）
3 http://cd1.edb.hkedcity.net/cd/EN/Content_2909/html/index.html（2011年11月30日閲覧）
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Abstract
After the handover in 1997, the Hong Kong government adopted a “biliterate, trilingual”
policy, which aimed at literacy in two written languages, Chinese and English, and fluency in
three spoken languages, Cantonese, Putonghua and English. That policy means that Chinese is
as important as English. Before, the status of English was the highest of all the languages
although most of the people in Hong Kong were Chinese and their mother-tongue was
Cantonese.
The purpose of this study is to examine the present and future language situation in Hong
Kong. To carry out this study, I researched (1) the languages necessary for employment in the
major industries, (2) language education in schools, and (3) a survey (questionnaires and
interviews) of Hong Kong people about their language use in offices and in homes, and their
feelings regarding the three languages.
The results showed that Hong Kong people have a good command of English, Cantonese
and Putonghua. It is essential to maintain these languages in Hong Kong (i.e., Cantonese as a
mother-tongue, English for international communication, and Putonghua for interaction with
the Chinese government and Chinese companies). This will help to maintain Hong Kong’s
prominent position in the world and ensure a developed economy and politics.
― 33 ―
